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１．はじめに 

当社の施設部門では突発的な臨時列車（突発臨）

が計画された場合、輸送指令が作成する臨時列車運

転計画案と保守区が作成する作業等実施計画表を施

設指令が照合することで、関係する作業を抽出し、

全ての関係者に対して電話連絡にて周知を行った後

に、突発臨の運転を開始している。しかし、現行の

連絡体制では人為的ミスによる周知漏れや周知に時

間を要するといった問題が存在していた。そこで、

本稿では上述した問題を解決するために開発した臨

時列車運行周知システムについて報告する。 

 

２．作業等実施計画表 

 作業等実施計画表とは保守区の管内で実施される

作業の情報や責任者の連絡先等を記載したもので、

日々施設指令に送付することで保守区・指令間での

情報共有を図り、緊急連絡等の際に活用するもので

ある。記載内容としては以下のとおりである。 

①担当保守区名 

②対象期間 

③対象期間におけるＪＲ側連絡責任者情報（氏名・

連絡先） 

④作業場所（線名・上下線別・区間・キロ程） 

⑤作業の着手・終了予定時刻 

⑥運転手続きの種別（線路閉鎖工事等） 

⑦作業種別（作業の内容） 

⑧作業責任者情報（所属・氏名・連絡先） 

⑨臨時列車運行時の周知の要否 

 

３．現行の臨時列車周知体制 

現行の臨時列車運行時の周知体制は図 1 に示す通

りであり、作業計画をもとに請負会社が作成し監督

側と取り交わす「施行打合せ票（日々の工事内容等

について示したもの）」より、保守区にて作業等実施

計画表を作成し施設指令に FAX またはメールで送付

することにより日々の作業について保守区・指令間

での情報共有を図っている。続いて、輸送指令にて

突発臨が計画された場合、輸送指令から施設指令へ

周知要請が行われ、保守区の勤務時間に応じて、施

設指令もしくは保守区の連絡責任者よりすべての関

係者に対して周知が完了した後に突発臨が運行され

る。 

 以上の体制で以下の2点が問題として挙げられる。 

① 臨時列車計画案と作業等実施計画表を照合し、関

係する作業を抽出する際または連絡を実施する

際に人為的ミスにより周知漏れが発生する可能

性がある。 

② 関係するすべて作業の抽出及び関係する連絡責

任者・作業責任者への個別の電話連絡に時間を要

す。 

 突発臨が走行する区間で周知を受けていない作業

が実施されていた場合、触車事故につながる危険性

が非常に高い為、①の周知漏れについては特に解消

すべき問題である。これらの問題を解決するために

開発した臨時列車運行周知システムについて次項で
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説明する。 

 

４．臨時列車運行周知システムの開発 

 前述のとおり、現行の臨時列車運行周知体制は人

力での作業のため、ヒューマンエラー及びタイムロ

スを引き起こす原因となっていた。そこで、本シス

テムに求める機能として以下の 5点を設定した。 

① 保守区における作業等実施計画表の作成機能 

② 保守区と指令間での作業情報共有機能 

③ 輸送指令による臨時列車計画案の作成機能 

④ 臨時列車運行に関係するすべての作業の抽出機能 

⑤ 臨時列車情報の一斉メール周知機能 

 

５．システム化後の臨時列車周知体制 

 システム化後の作業等実施計画表作成から臨時列

車運行までの流れについて図 2 に示す。システム化

後は、保守区において「施行打合せ票」をもとに作

業内容等をシステムに入力し、施設指令とネットワ

ークを介して日々の作業等実施計画表の情報共有を

図る。輸送指令は臨時列車を計画する際に、システ

ムにて臨時列車計画案を作成した後、施設指令に周

知を要請する。周知要請を受けた施設指令はシステ

ムの機能により臨時列車に関係する箇所・連絡責任

者・作業責任者を抽出し、メールの一斉送信機能に

より周知を行うこととする。連絡責任者は周知メー

ル（図 3）を受けた後、保守区に所属する JR 直轄社

員に対して周知を行った後、メールの確認ボタン押

下し、現場の作業責任者においてもメールの内容を

確認した上で確認ボタンを押下することで施設指令

に確認完了が自動で伝達される。続いて施設指令は、

全関係者への周知済みをシステムにおいて確認した

後に輸送指令に周知完了を報告し、臨時列車が運転

される。 

 

６．運用について 

 現在、保守区において作業等実施計画表作成につ

いてシステムによる運用を実施しており、施設指令

との情報共有について成果を得ている。今後は現行

の臨時列車周知体制とシステム化後の周知体制を併

用する試運用期間を経て、システムによる臨時列車

の周知が円滑かつ確実に実施できることを確認した

上で本運用を図っていく。 

 

７．まとめ 

 今回開発した臨時列車運行周知システムにより情

報共有・抽出・発信をインターネットで共有したシ

ステム上で一括して行うことができるようになり、

ヒューマンエラーによる情報の周知漏れやタイムロ

スを解消できるものと考える。今後も業務支援シス

テムのさらなる開発・改良を実施し、業務の安全性

の向上や効率化を図っていきたい。 

 

 

図 3 臨時列車周知メール 

 

 

図 2 臨時列車周知体制（システム化後） 
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